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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記配合の樹脂成分（１）～（２）、難燃剤（３）およびガラス繊維（４）を含むポリ
フェニレンエーテル系樹脂組成物からなり、
下記熱可塑性エラストマー（２）が、１，２－ビニルおよび／または３，４－ビニル構造
を有する構成単位を５０重量％以上含むスチレン－イソプレンブロック共重合体であり、
該樹脂組成物におけるＡＳＴＭ　Ｄ７９０による２３℃の曲げ弾性率が１，５００ＭＰａ
以上、２３℃の減衰比が１．０以上、ＡＳＴＭ　Ｄ６４８による熱変形温度が１００℃以
上かつ曲げ弾性率と減衰比の積が１３，２８０ＭＰａ以上であることを特徴とする制振性
に優れたＯＡ機器部品用成形体。
　樹脂成分１００重量部の配合：
　　（１）ポリフェニレンエーテル系樹脂　　６０～９８重量部
　　　　　内訳：　ポリフェニレンエーテル　　　　　　１０～１００重量％
　　　　　　　　　スチレン系樹脂　　　　　　　　　　　０～　９０重量％
　　（２）熱可塑性エラストマー　　　　　　　２～４０重量部
　難燃剤およびガラス繊維の配合：
　　（３）難燃剤　ポリフェニレンエーテル系樹脂１００重量部に対して１～５０重量部
　　（４）ガラス繊維　マイカを併用する場合はこれも含めて、組成物中５～５５重量％
【請求項２】
　上記熱可塑性エラストマーのＤＳＣにて測定したガラス転移温度が－３０～５０℃の間
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にあることを特徴とする請求項１に記載の制振性に優れたＯＡ機器部品用成形体。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、機械的強度、耐熱性、寸法精度に優れたポリフェニレンエーテル系樹脂からな
り、かつ制振性に優れたＯＡ機器部品用成形体に関する。
【０００２】
【従来の技術】
ポリフェニレンエーテル系樹脂は、その優れた機械的強度、耐熱性、寸法安定性、難燃性
から電子部品、電気製品、自動車部品をはじめとして多くの産業分野にて幅広く使われて
いる。
【０００３】
中でも最近では、ＯＡ機器部品、特に複写機、ファックス等の事務機器のシャーシ部品や
、パソコン等に用いられるＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ、ＦＤＤ、ＨＤＤ等のドライブ類のシャ
ーシ部材やトレー類に、従来の金属や熱硬化性樹脂からの代替で採用が進んでいる。これ
らは、ポリフェニレンエーテル系樹脂の持つ、優れた機械的強度、耐熱性、寸法精度、難
燃性といった特徴を活かしたものであり、特に剛性が必要とされる場合には、無機充填材
を配合した強化ポリフェニレンエーテル樹脂が用いられており、最近の製品の小型化、薄
肉化に対応してきている。
【０００４】
しかしながら、最近では新たに、ＯＡ機器の高速化に伴う振動が問題となってきている。
これはモーター等の振動源から発生する振動により、樹脂製の部品、特にシャーシ部材が
振動してしまい、製品での画像ぶれやデータ読みとりに支障をきたすものである。例えば
、複写機では高速処理化に伴い、また、ＣＤ－ＲＯＭ等のドライブでは回転速度の高速化
に伴い、発生周波数が高周波まで及ぶようになってきており、具体的には従来は、２００
Ｈｚ程度までであった周波数が、１，０００Ｈｚにも及ぶような場合も出てきている。
【０００５】
このような発生周波数の高周波数化により、従来は、製品の肉厚化、リブ構造等の設計で
カバーできていたシャーシ部材の振動が抑えられなくなってきている。また、樹脂材料面
からは、従来、無機充填材を多量に配合して剛性を高くし、共振周波数を高くして、発生
周波数から共振周波数をはずすといった対策が取られていたが、発生周波数の高周波数化
により、それも限界であった。また、樹脂材料面からのもう一つの対策として、発生した
振動を吸収してしまい、部品の振動を抑えるといった方法が考えられるが、このような材
料は剛性、耐熱性に乏しく、ＯＡ機器部品用には使えないのが現状である。
かかる状況から、ＯＡ機器部品に求められる機械的強度、耐熱性は損なうことなく、耐振
動性に優れた樹脂成形体が求められていた。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、このような事情のもと、機械的強度、耐熱性、寸法精度に優れたポリフェニレ
ンエーテル系樹脂を用い、その特性を損なうことなく、かつ制振性に優れたＯＡ機器部品
用成形体を提供することを目的としてなされたものである。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
　本発明者らは、上記目的を達成する為に鋭意検討を重ねた結果、特定の弾性率、減衰比
を持つポリフェニレンエーテル系樹脂組成物からなる成形体がＯＡ機器部品に適すること
を見い出し、本発明を完成した。すなわち、本発明は、下記配合の樹脂成分（１）～（２
）、難燃剤（３）およびガラス繊維（４）を含むポリフェニレンエーテル系樹脂組成物か
らなり、
下記熱可塑性エラストマー（２）が、１，２－ビニルおよび／または３，４－ビニル構造
を有する構成単位を５０重量％以上含むスチレン－イソプレンブロック共重合体であり、
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該樹脂組成物におけるＡＳＴＭ　Ｄ７９０による２３℃の曲げ弾性率が１，５００ＭＰａ
以上、２３℃の減衰比が１．０以上、ＡＳＴＭ　Ｄ６４８による熱変形温度が１００℃以
上かつ曲げ弾性率と減衰比の積が１３，２８０ＭＰａ以上であることを特徴とする制振性
に優れたＯＡ機器部品用成形体を提供するものである。
　樹脂成分１００重量部の配合：
　　（１）ポリフェニレンエーテル系樹脂　　６０～９８重量部
　　　　　内訳：　ポリフェニレンエーテル　　　　　　１０～１００重量％
　　　　　　　　　スチレン系樹脂　　　　　　　　　　　０～　９０重量％
　　（２）熱可塑性エラストマー　　　　　　　２～４０重量部
　難燃剤およびガラス繊維の配合：
　　（３）難燃剤　ポリフェニレンエーテル系樹脂１００重量部に対して１～５０重量部
　　（４）ガラス繊維　マイカを併用する場合はこれも含めて、組成物中５～５５重量％
【０００８】
【発明の実施の形態】
本発明で言うＯＡ機器とは、複写機、ファックス、プリンター等の事務機器や、ＣＤ－Ｒ
ＯＭ、ＤＶＤ、ＦＤＤ、ＨＤＤといったドライブやその他のコンピューター関連機器を挙
げることができる。また、これらの中で用いられる部品としては、機構部品であるシャー
シを代表的なものとして挙げられる。
【０００９】
本発明で用いるポリフェニレンエーテル系樹脂とは、ポリフェニレンエーテル、又は、ポ
リフェニレンエーテルとスチレン系樹脂の混合物である。
ここで、本発明で用いるポリフェニレンエーテルとは、下記一般式
【００１０】
【化１】

【００１１】
（式中、Ｑ1 は、各々ハロゲン原子、第一級若しくは第二級アルキル基、アリール基、ア
ミノアルキル基、炭化水素オキシ基又はハロ炭化水素オキシ基を表し、Ｑ2 は、各々水素
原子、ハロゲン原子、第一級若しくは第二級アルキル基、アリール基、ハロアルキル基、
炭化水素オキシ基又はハロ炭化水素オキシ基を表し、ｍは、１０以上の数を表す）で示さ
れる構造を有する単独重合体又は共重合体である。
【００１２】
Ｑ1 及びＱ2 の第一級アルキル基の好適な例は、メチル、エチル、ｎ－プロピル、ｎ－ブ
チル、ｎ－アミル、イソアミル、２－メチルブチル、ｎ－ヘキシル、２，３－ジメチルブ
チル、２－、３－若しくは４－メチルペンチル又はヘプチルである。第二級アルキル基の
好適な例は、イソプロピル、ｓｅｃ－ブチル又は１－エチルプロピルである。多くの場合
、Ｑ1 は、アルキル基又はフェニル基、特に炭素数１～４のアルキル基であり、Ｑ2 は、
水素原子である。
【００１３】
好適なポリフェニレンエーテルの単独重合体としては、例えば、２，６－ジメチル－１，
４－フェニレンエーテル単位からなるものである。好適な共重合体としては、上記単位と
２，３，６－トリメチル－１，４－フェニレンエーテル単位との組合せからなるランダム
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共重合体である。多くの好適な、単独重合体又はランダム共重合体が、特許及び文献に記
載されている。例えば、分子量、溶融粘度及び／又は耐衝撃強度等の特性を改良する分子
構成部分を含むポリフェニレンエーテルもまた好適である。
【００１４】
ここで使用するポリフェニレンエーテルは、クロロホルム中で測定した、３０℃の固有粘
度が０．２～０．８ｄｌ／ｇであるものが好ましい。より好ましくは固有粘度が０．２～
０．７ｄｌ／ｇのものであり、とりわけ好ましくは０．２５～０．６ｄｌ／ｇのものであ
る。固有粘度が０．２ｄｌ／ｇ未満では組成物の耐衝撃性が不足し、０．８ｄｌ／ｇを越
えると成形性が不満足である。
【００１５】
また、本発明で用いるスチレン系樹脂とは、下記一般式
【００１６】
【化２】

【００１７】
（式中、Ｒは、水素又は炭素数１～４のアルキル基であり、Ｚは、水素、炭素数１～４の
アルキル基、又はハロゲンを表し、ｐは、１～５の整数である。）で示される芳香族ビニ
ル化合物繰り返し単位からなる重合体、及び該繰り返し単位を５０重量％以上含む他の共
重合可能なモノマーとの共重合体である。
【００１８】
このようなスチレン系樹脂としては、スチレン、α－アルキル置換スチレン、核アルキル
置換スチレン、及びこれらの混合物の重合体、並びに、ポリブタジエン、スチレン－ブタ
ジエン共重合体、ポリイソプレン、エチレン－プロピレン共重合体等のゴムによって変性
された、スチレン系重合体が挙げられる。本発明において特に好ましいものとしては、ポ
リスチレン、ゴム変性ポリスチレン又はこれらの混合物である。
【００１９】
スチレン系樹脂の配合量は、ポリフェニレンエーテルとスチレン系樹脂の合計を１００重
量％としたときに、０～９０重量％が好ましく、より好ましくは１～７０重量％、とりわ
け好ましくは２～５０重量％である。配合量が、少ないと、流動性の向上効果が期待でき
ず、また、９０重量％を越えると、耐熱性が低下しすぎ、いずれも好ましくない。
【００２０】
　本発明で用いられる無機充填材は、ガラス繊維であり、目的に応じて、単独で、又はマ
イカと併せて用いることができる。また、これらの充填材は、樹脂との接着性を改善する
為に、各種カップリング剤で表面処理を施しても良い。
【００２１】
　これら無機充填材の量は、組成物中５～５５重量％であり、好ましくは１０～５０重量
％である。無機充填材が、少ないと、弾性率が低く高弾性率を必要とする用途には不適で
あり、また、多いと、衝撃硬度の低下が著しく、成形性も悪化し好ましくない。
【００２２】
　また、本発明では制振性の向上を目的として熱可塑性エラストマーを添加する。ここで
用いる熱可塑性エラストマーは、１，２－ビニルおよび／または３，４－ビニル構造を有
する構成単位を５０重量％以上含むスチレン－イソプレンブロック共重合体である。また
、これらのエラストマーは、ＤＳＣにて測定したガラス転移温度が－３０～５０℃の間に
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あるものが好ましく、－２０～３０℃の間にあるものが特に好ましい。これらの配合量は
、組成物中の樹脂成分１００重量部中、２～４０重量部であり、好ましくは５～３０重量
部である。配合量が少ないと、制振性の向上が期待できず、また、多いと、弾性率の低下
が著しく、いずれも好ましくない。
【００２３】
さらに、本発明組成物に必要に応じ添加しうる他の成分として、例えば、熱可塑性樹脂に
周知の酸化防止剤、耐候性改良剤、増核剤、耐衝撃改良剤、可塑剤、流動性改良剤等が使
用できる。また、実用のために、各種着色剤、及びそれらの分散剤なども周知のものが使
用できる。
【００２４】
また、本発明の効果を損なわない範囲で、ポリオレフィン、ポリアミド、ポリエステル、
ポリアリレンスルフィド等の他の熱可塑性樹脂を添加することができる。これらの配合量
はポリフェニレンエーテル系樹脂１００重量部に対して０～３０重量部の範囲が好ましい
。
【００２５】
　また、本発明では、難燃性を付与する為に難燃剤を添加する。本発明で用いる難燃剤と
しては、各種公知のものを用いることができ、特に限定されるものでは無く、その配合量
は目的とする難燃レベルを得るために必要とされる量である。好ましくは、リン系、ハロ
ゲン系、無機系の難燃剤、難燃助剤、及びこれらを併用して用い、ポリフェニレンエーテ
ル系樹脂１００重量部に対して、１～５０重量部である。
【００２６】
　本発明の制振性に優れたＯＡ機器部品用成形体としては、熱可塑性樹脂組成物における
諸性質が所定の範囲内になければならない。
　（１）ＡＳＴＭ　Ｄ７９０による２３℃の曲げ弾性率は１，５００ＭＰａ以上であり、
好ましくは２，０００ＭＰａ以上、とりわけ好ましくは２，８００ＭＰａ以上である。曲
げ弾性率が１，５００ＭＰａ未満だと剛性が不足し、ＯＡ機器部品用には不適である。
　（２）２３℃の減衰比は１．０以上であり、好ましくは１．５以上である。減衰比が１
．０未満だと制振性能が不足する。ここで減衰比は、加速度ピックアップセンサーを取り
付けた試験片にインパルスハンマーで振動を与え、ピックアップ及び、インパルスハンマ
ーに取り付けた力センサーからの信号から計算することができ、一次固有振動数での減衰
比が用いられる。
　（３）ＡＳＴＭ　Ｄ６４８による１８．６ｋｇ／ｃｍ2での熱変形温度が８０℃以上で
あり、好ましくは９０℃以上、とりわけ好ましくは１００℃以上である。熱変形温度が８
０℃未満だと使用時の熱により変形が生じ、ＯＡ機器部品用には不適である。
　（４）曲げ弾性率と減衰比の積が１３，２８０ＭＰａ以上である。曲げ弾性率と減衰比
は相反する関係にあり、１３，２８０ＭＰａ未満ではそのバランスが悪く、ＯＡ機器部品
用には不適である。
【００２７】
本発明において熱可塑性樹脂組成物を調製するための方法としては、各種混練機、例えば
、一軸及び多軸混練機、バンバリーミキサー、ロール、ブラベンダープラストグラム等で
、上記成分を混練した後、冷却固化する方法や適当な溶媒、例えば、ヘキサン、ヘプタン
、ベンゼン、トルエン、キシレン等の炭化水素及びその誘導体に上記成分を添加し、溶解
する成分同志あるいは、溶解する成分と不溶解成分を懸濁状態でまぜる溶液混合法等が用
いられる。工業的コストからは、溶融混練法が好ましいが限定されるものではない。
【００２８】
本発明の制振性に優れたＯＡ機器部品用成形体を成形する方法は、特に限定されるもので
なく、熱可塑性樹脂組成物について一般に用いられている成形法、例えば、射出成形、中
空成形、押し出し成形、シート成形、熱成形、回転成形、積層成形等の成形方法が適用で
きる。
【００２９】
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【実施例】
以下、本発明を、実施例及び比較例によって、詳しく説明するが、本発明はこれらの実施
例のみに限定されるものでは無い。
【００３０】
以下の実施例及び比較例において、各成分及び略号は、次に示すものを用いた。
１．ポリフェニレンエーテル
ＰＰＥ　　：ポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレンエ－テル）（三菱ガス化学社
製　３０℃クロロホルム中で測定した固有粘度が０．４０ｄｌ／ｇのもの）
２．ポリスチレン
ＰＳ　　　：三菱化学社製　商品名ダイヤレックスＨＦ７７
３．熱可塑性エラストマー
ハイブラー：スチレン－イソプレンブロック共重合体（クラレ社製　商品名ハイブラーＶ
Ｓ－１　１，２－ビニルおよび／または３，４－ビニル構造を有する構成単位の割合７０
重量％、ガラス転移点８℃）
クレイトン：水素添加スチレン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体（シェル化学社
製　商品名クレイトンＧ１６５１　１，２－ビニルおよび／または３，４－ビニル構造を
有する構成単位の割合０％、ガラス転移点－６０℃）
４．難燃剤
ＴＰＰ　　：トリフェニルフォスフェート
５．無機充填材
ガラス繊維：平均直径１０μｍ、長さ３ｍｍのＥ－ガラス繊維
マイカ　　：平均粒径５０μｍのマイカ
【００３１】
　実施例３～５、比較例Ａ、Ｂ、１～５
　表１に示す配合で、二軸押出機（日本製鋼所製)を用いて、シリンダー温度２１０℃、
スクリュー回転数２５０ｒｐｍで溶融混練し、樹脂組成物を得た。次に、この樹脂組成物
を、シリンダー温度２８０℃、金型温度６０℃の条件でインライン式射出成形機（型締め
力５０Ｔ）を用いて、テストピースを射出成形にて作成し、後記の方法で評価を行った。
結果を表１に示す。
　なお、比較例４のみは、射出成形機のシリンダー温度を２２０℃、金型温度を４０℃と
した。。
【００３２】
比較例６
ガラス繊維３０％強化ＰＢＴ（三菱エンジニアリングプラスチックス社製　ノバデュール
５０１０ＧＮ１－３０）を、シリンダー温度２５５℃、金型温度８０℃の条件でインライ
ン式射出成形機（型締め力５０Ｔ）を用いて、テストピースを射出成形にて作成し、後記
の方法で評価を行った。結果を表１に示す。
【００３３】
【表１】
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【００３４】
(1) アイゾット衝撃試験
ＡＳＴＭ　Ｄ２５６に従い、切り欠き付きアイゾット衝撃試験を行った。
(2) 曲げ弾性率
ＡＳＴＭ　Ｄ７９０による曲げ試験法に従い、三点曲げ試験を行った。
(3) 熱変形温度
ＡＳＴＭ　Ｄ６４８に従い、１８．６ｋｇ／ｃｍ2 の条件で、荷重たわみ試験を行った。
【００３５】
(4) 減衰比
上記条件で作成したＡＳＴＭ試験片（１／２”幅×１／４”厚）を、図１に示す様にバイ
スで固定し、末端に加速度ピックアップセンサーを張り付けた。次いでインパルスハンマ
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ー（小野測器社製ＧＫ３１００）で試験片を叩き振動を与え、ピックアップ及び、インパ
ルスハンマーに取り付けた力センサーからの信号をＦＦＴアナライザー（小野測器社製Ｃ
Ｆ－３５０Ｚ）に入力し、材料の伝達関数Ｇ（ｔ）を求めた。
Ｇ（ｔ）＝Ｘ（ｔ）／Ｆ（ｔ）　Ｘ（ｔ）：出力信号　Ｆ（ｔ）：入力信号
求められた伝達関数Ｇ（ｔ）から半値幅法によって一次固有振動数での減衰比を計算した
。
【００３６】
(5) 寸法精度
シリンダー温度２８０℃（実施例１～５、比較例１～３、５）、２２０℃（比較例４）、
２６０℃（比較例６）、金型温度６０℃（実施例１～５、比較例１～３、５）、４０℃（
比較例４）、８０℃（比較例６）の条件でインライン式射出成形機（型締め力１００Ｔ）
を用いて、１００ｍｍ×１００ｍｍ×２ｍｍ厚の平板をフィルムゲートで射出成形にて作
成し、定盤上ですきまを測定し、反りとした。
(6) ＭＦＲ
ＡＳＴＭ　Ｄ１２３８に従い、２８０℃、５ｋｇの条件で測定した。
【００３７】
【発明の効果】
上記実施例からも明らかなように、本発明の成形体は、優れた機械的強度、耐熱性、寸法
精度に加えて、制振性にも優れており、今後制振性の要求が厳しくなるＯＡ機器部品に最
適なものである。
【図面の簡単な説明】
【図１】減衰比の測定装置の概念図。

【図１】
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